資料４－公務員連絡会の声明

声     明

(1) 政府は、本日の第２回給与関係閣僚会議で本年の人事院勧告の取扱いについて、2014年４月に向けて高齢層職員の給与水準見直しの幅広い検討を行い、2013年中に結論を得ることとし、臨時特例減額期間中は実施しないとの方針を確認し、その後の閣議で正式に決定した。

(2) 国家公務員給与の臨時特例減額が行われている下にあって、本年、人事院が給与改定勧告を見送ったことは当然のことであったが、55歳を超える職員について標準の成績では昇給しないこととする給与法改正勧告と、人事院規則を改正し高位号俸からの昇格時俸給増加額を縮減するとの報告を行ったことは遺憾なことであった。

(3) 勧告の取扱いについて、公務員連絡会は、政府に対し、2014年３月までは平均7.8％の臨時特例減額が実施されていることを踏まえた対応を求めてきた。本日の閣議で政府が特例減額期間中は実施しない方針を正式に決定したことは、昨年５月23日の当時の片山総務大臣との交渉における合意及び10月28日の「公務員の給与改定に関する取扱いについて」(閣議決定)など、この間の労使合意に則った当然の判断である。

　2014年４月に向けた高齢層職員の給与水準見直しの幅広い検討に対しては、政府が公務員連絡会と真摯に向き合い、労使間の交渉・合意に基づいて進めていくことを強く要請するものである。

(4) 本日の閣議決定は、現に高齢層職員の給与が厳しく抑制されていることをも勘案した対応であり、人事院に対し、高位号俸からの昇格時俸給増加額を縮減する人事院規則の改正についても同様の趣旨からの措置を求めておく。

(5) 地方公務員の給与については、財政上の措置を含め国家公務員給与引下げの影響を遮断することが政府との約束であり、各自治体の実態と労使交渉が尊重されなければならない。独立行政法人等の給与については、法人の自主性・主体性のもとにおける労使交渉・合意に基づいて決定されなければならない。

(6) 戦後60余年にわたって制約されてきた公務員の労働基本権について、民主党を中心とする政権の下で、自律的労使関係制度を確立するための国家公務員制度改革関連四法案及び地方公務員制度改革二法案が国会に提出されたことは歴史的な画期となった。これら法案は衆議院の解散により廃案とならざるを得ないが、政府及び国会に対し、これを決して無にすることなく、課題の解決に向けた引き続きの努力を強く求めるものである。

２０１２年１１月１６日

公務員労働組合連絡会
